



































































例1; 44歳、女性。外傷機転: 転倒、鈍的。肋骨骨折: 右第9-12、偏位（+）。受傷日-発
症日の期間: 22日。ドレーン挿入時排液量: 未施行。ショックの有無: 無。術式: 胸腔
鏡下右胸腔内血腫除去、横隔膜修復、肋骨固定術。術後在院日数: 3日。症例2; 55歳、
女性。外傷機転: 転倒、鈍的。肋骨骨折: 右第9-11、偏位（+）。受傷日-発症日の期間: 
30日。ドレーン挿入時排液量: 未施行。ショックの有無: 無。術式: 開胸左胸腔内血腫
除去、横隔膜修復、肋骨固定術。術後在院日数: 4日。症例3; 57歳、男性。外傷機転: 
転倒、鈍的。肋骨骨折: 右第5-12、偏位（+）。受傷日-発症日の期間: 14時間。ドレーン
挿入時排液量: 1000ml。ショックの有無: 有。術式: 開胸左胸腔内血腫除去、横隔膜修
復、肋骨固定術。術後在院日数: 28日。【まとめ】偏位を伴う下位肋骨骨折は横隔膜損
傷による大量血胸を来す可能性がある。その発症時期は様々であり、厳重な経過観
察が必要であると考えられた。
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心肺停止前に蘇生的開胸術を行い救命した鈍的腹
部外傷の一例
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【はじめに】蘇生的開胸術を行った鈍的外傷症例の救命率は低いと言われているが、心
肺停止前に決断することで、救命率を向上させる可能性がある。今回我々は、心肺停
止に至る前に蘇生的開胸術を行い、救命を得た鈍的腹部外傷症例を経験したので報
告する。【症例】症例は69歳、男性。多数傷病者事案となった交通外傷でドクターヘリ
要請あり。フライトスタッフ接触時は呼吸窮迫、橈骨動脈微弱、冷感著明、意識障害
（GCSE2V4M6）呈していた。トリアージレベル赤として最優先で当院に搬送された。当
院救急外来での初療にてショック徴候あり、FAST脾周囲で強陽性。挿管後に切迫する
心停止になったため、左前方側方開胸にて大動脈遮断後、救急外来初療室で大量輸血
療法を行いながら開腹術を行った。開腹所見は、複数の腸管・腸間膜損傷で、結紮およ
び腸管切除、ガーゼパッキングで止血、汚染防止を行い、仮閉腹でICUへ入室。翌日、翌々
日に計画的再手術を行い、型通り閉腹を行った。ICU管理の上入院14日目に一般病床
に転棟、入院39日目にリハビリテーション目的に独歩で転院となった。【考察】本症例
で救命を得られた要因は心肺停止に至る前に蘇生的開胸術を行ったことと考えられる。
鈍的外傷に対して心肺停止後に蘇生的開胸術を行っても救命率は非常に低いが、心肺
停止前に行うと救命率は10％前後という報告が散見される。【まとめ】蘇生的開胸術は
重症外傷が心停止・心静止に至ることを防ぐ手技であり、切迫した心停止である重症外
傷に対して非常に有効である一方で、迅速な手術の決断と施行が重要だと考えられる。
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　当センターでは2017年7月より放射線治療科部医学物理課を新設した。当センターにお
ける放射線治療体制を医学物理課設置の背景を交えて報告する。　当センターには放射
線治療装置としてTrueBEAM STx、Clinac iX、マイクロセレクトロンHDRを所有し一
般的な放射線治療から高精度放射線治療、小線源放射線治療を実施している。放射線治
療患者数は年間約550例であり、強度変調照射に関しては2012年度より保険収載を開始し、
2017年度は約120症例、今年度は年間140症例ペースと患者数が増加している。　2012年
度より週一日勤務の非常勤医学物理士が大学より派遣されていた。しかし、新規装置導入、
高精度治療患者数増加に伴い、より安心安全に放射線治療を提供するため、また、各ス
タッフの業務軽減のため新たに医学物理課を新設し専従の医学物理士を雇用するに至っ
た。本職種の業務は主に、高精度放射線治療における治療計画立案、患者プラン線量検
証、装置の機器管理、およびそれらに付随する研究となっている。2017年7月以降、全職
種一致団結のもと新規装置の立ち上げ、新規治療法の開始、高精度治療件数の増加など
比較的順調に放射線治療体制が運営されている。　専従の医学物理士が勤務する施設は
大学病院やがんセンターなどの年間強度変調放射線治療実施件数が120症例以上の施設が
大半を占めている。日赤のがん拠点34病院において医学物理士の資格取得者が2名以上い
る施設は11病院であるが、組織上独立した医学物理部門があるのは当センターのみであ
る。他の病院において医学物理部門を立上げる場合の参考事例となれば幸いである。
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